
取組②：田んぼダムの調整板の開発

取組④：推進体制の構築⇒「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」設立

取組①：県施策における田んぼダムの目標面積を設定

平成27年9月 関東・東北豪雨（大崎市／多田川） 令和4年7月 大雨災害（大崎市／名蓋川）

宮城県の「田んぼダム」普及拡大に向けた取組について～普段は田んぼ、時々ダム。～ 宮城県

背景
近年頻発している豪雨や台風などによる水災害への備えとして、地域全体が協
働して治水対策に取り組んでいくことが重要とされている中、洪水や浸水被害の
リスクを緩和する『田んぼダム』が注目されています。
宮城県では令和３年度に市町村、土地改良区、農業者組織が参画する「宮城県
田んぼダム実証コンソーシアム」（事務局：宮城県、大崎市）を設立し、田んぼ
ダムについての理解醸成と県内全域への普及・促進を図る取組を行っています。

■第３期みやぎ農業農村整備基本計画（R3～12）

目標取組面積を具体化：
令和１２年度までに農地整備実施地区で６３０ha

①ロート型堰板の開発（県内企業と共同開発）
②農地整備事業では２スリット落水口桝（田んぼダム対応）を標準仕様に

令和６年度時点の会員数
コンソーシアム加入率：６５／８２（７９％）

市 町 村：２７／３５（７７％）
土地改良区：３８／４７（８０％）

令和3年6月 コンソーシアム設立総会

構 成 員：２７市町村、３８土地改良区、４農業者組織
主な活動内容：
田んぼダムの普及・啓発活動（シンポジウム開催、ワーキンググループ等）、
効果検証、会員間の情報共有

取組③：県単独事業の創設

Ｒ３～４：田んぼダム導入促進効果検証モデル事業

Ｒ６～ ：田んぼダム普及拡大推進事業

事業内容：田んぼダムの効果検証、堰板配布、普及活動に係る経費等

多田川

名蓋川
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宮城県の「田んぼダム」に係る活動内容 宮城県

シンポジウムの開催状況（R6.10.25） 会場内展示ブースの状況（R6.10.25）
（田んぼダム、スマート農業関連企業）

令和６年度宮城県田んぼダム・アグリテックシンポジウム開催概要
日 程：１０月２５日（金）
主 催：宮城県田んぼダム実証コンソーシアム
開催場所：中新田バッハホール（加美郡加美町）
参加人数：２５５名（市町村、土地改良区、農業者、関係機関等）
講 師：気象庁、国土交通省、農林水産省、新潟大学、（株）クボタ、

大崎市有機農業・グリーン化推進協議会、宮城県

①田んぼダムシンポジウム開催による啓発 田んぼダムの効果を可視化するために、令和３年度から大崎市内のほ場整備実施地区において、効果検証を
実施（宮城県古川農業試験場、新潟大学）田んぼダムの理解促進、普及拡大を図るため、毎年シンポジウムを開催

Ｒ５年度田んぼダムの効果検証結果（概要）（田尻西部地区）

②圏域ごとのワーキング
グループの実施

③学校教育との連携
（田んぼダム出前講座）

Ｒ３～４年度効果検証結果実施エリア
（大崎市千刈江地区）

・県内７圏域に設置したワーキング
グループでは定期的に勉強会を実施
・ほ場整備実施地区（計画地区）の
推進委員会においても普及活動
・田んぼダムキャラバンの開催

県内の小中学校等を対象に出
前講座を開催し、田んぼダムの
仕組みや地域の防災について分
かりやすく解説

出前講座の実施状況ワーキンググループ実施状況

()は農地整備事業分

現状：
田んぼダムの認知度向上や推進体制を強化を図ったが、
市町村・改良区の加入率は約８割である。
山間部の独立した水系を持つ市町の加入率が低いこと
が課題。

課題：
・更なる取組面積拡大
・コンソーシアム参画率の向上
・持続的な取組
・流域一体となった取組

（１）普及啓発活動 （２）効果検証の実施

（３）PR動画の作成（R３年作成） （４）取組面積の推移

（５）現状と今後の課題

Ｒ５年度田んぼダムの効果検証結果（概要）（下野目東部地区）


